
 

 

 

 

 

第1章 大牟田市の保健福祉行政の現状 



１　大牟田市の地形と環境

位置 極東 東経130°32′31″（大字四ケ湯谷）
極西 東経130°23′31″（三池港灯台）
極南 北緯 33°00′00″（四山町）
極北 北緯 33°05′54″（大字上内）

広ぼう 東西 14.06km
南北 10.87km

(１)大牟田市の位置（平成19年4月1日現在）

（２）気温及び降水量（平成19年）
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２　大牟田市保健福祉部組織機構図
平成20年5月12日現在（配置人員197人）

雇用開発センター及び社会福祉協議会除く

(14人)

地域福祉推進室付 地域福祉推進室付 1
社会福祉協議会事務局長     社会福祉協議会

(2人)

(31人)

老人福祉センター
生きがい創造センター

保育担当主査 1

(31人) 子育て支援担当主査 1 6

母子生活支援施設
母子保健担当主査 1 母子保健担当 7

天領保育所長        1 保育士      2

天領保育所主任      1

歴木保育所長        1 保育士      2

歴木保育所主任        1

日本赤十字
(20人)

1 地区担当 7

(46人) 1 地区担当 8

1 地区担当 7

(22人)

(25人)

(3人)

※ は、福祉事務所の機構を表す。 職員数については配置人員で記載。
※ は、保健所の機構を表す。 [   ]は兼務を示す。

管理調整担当主査 7

地域福祉推進担当

障害サービス担当      

6保育担当

子育て支援担当

6地域支援担当

地域包括支援センター担
当

1 管理調整担当

1

保
健
福
祉
部
副
参
与

保
健
所
長

長寿社会推進課長 総務担当主査

地域支援担当主査

介護サービス育成担当主査

地域福祉推進担当主査

1

市
長

福祉課長        1

地域福祉推進室長 1

1

保健福祉総務課管理担当課長

1

1

1

介護保険担当課長 1

地域包括支援センター担
当主査

1

3

1 総務担当 4

1

1

介護保険料担当 3介護保険料担当主査 1

1

1 介護サービス担当 6

介護認定担当主査 1 介護認定担当 2

保
健
福
祉
部
長

児童家庭課長        1

保
健
福
祉
部
副
参
与

福
祉
事
務
所
長

1

社会勤労福祉担当主査 1
社会勤労福祉担当 5

1 7

認定・相談担当主査        1 認定・相談祉担当      4

保護課長 1 第１担当主査

障害サービス担当主査      

第２担当主査
自立支援担当課長 1

第３担当主査

地区担当 8第４担当主査 1

相談員 1

総務担当主査 1 総務担当 7

相談支援担当主査 1

健康対策課長 1 公害補償担当主査 2 公害補償担当 4

健康増進担当主査 1 健康増進担当 7

結核感染症担当主査 1 結核感染症担当 6

検査担当 4

1 動物愛護担当 5

1

1 衛生指導担当 6

1 医務・薬務担当 3

人権・同和政策担当 1

生活衛生課長

人権・同和政策課長 1 人権・同和政策担当主査

衛生指導担当主査

検査室担当主査

1

動物管理センター長 1
葬斎場担当主査

医務・薬務担当主査

動物愛護担当主査

1 葬斎場

保
健
福
祉
部
調
整
監

1

保健福祉総務課長 ［1］

地域支援担当課長
（地域包括支援センター長兼務）

1

参　　　事 1

２



３　職種別職員数

平成20年5月12日現在

　　　　　　職　　種

　所　属　課

医
師

薬
剤
師

獣
医
師

診
療
放
射
線
技
師

化
学
検
査
技
師

臨
床
検
査
技
師

管
理
栄
養
士

歯
科
衛
生
士

保
健
師

建
築
士

事
務
職
員

技
術
職
員

計

保健福祉部長 1 1

保健福祉部調整監 1 1

保健福祉部副参与兼
大牟田市保健所長

1 1

保健福祉部副参与兼
大牟田市福祉事務所長

1 1

保健福祉部参事 1 1

保健福祉総務課 9 9

　地域福祉推進室 5 5

長寿社会推進課 3 1 27 31

児童家庭課 1 5 25 31

福祉課 3 17 20

保護課 46 46

健康対策課
3 2（1） 4 13 22

（1）

生活衛生課 5 2 3 2 1 7 5 25

人権・同和政策課 3 3

計 1 5 2 3 3 2 3
1

15 1 156 5 197
（1）

※職員数については、配置人員で記載

※（　）は兼任で内数

3



 

 ４

４ 大牟田市事務分掌規則（抄） 

平成10年10月1日規則第21号 

改正平成19年4月1日規則第2号 

保健福祉部 

保健福祉総務課 

(１) 部内事務の企画管理調整に関すること。 

地域福祉推進室 

(１) 地域福祉計画の推進に関すること。 

(２) 保健、医療及び福祉行政の総合的な企画及び調整に関すること。 

(３) 社会福祉審議会に関すること。 

(４) 民生委員及び児童委員に関すること。 

(５) 社会福祉協議会に関すること。 

(６) 保健所運営協議会に関すること。 

(７) 人口動態及び国民生活基礎調査に関すること。 
 

長寿社会推進課 

(１) 長寿社会対策に関すること。 

(２) 老人福祉法（昭和38年法律第133号）に関すること。 

(３) 高齢者福祉施設に関すること。 

(４) 老人福祉センターに関すること。 

(５) 高齢者生きがい創造センターの管理運営に関すること。 

(６) 地域包括支援センターに関すること。 

(７) 地域支援事業に関すること。 

(８) 介護保険市町村特別給付事業に関すること。 
 

地域包括支援センター 

(１) 地域包括支援センターの運営に関すること。 

(２) 高齢者の保健福祉の相談に関すること。 

(３) 介護予防に関すること。 
 

介護保険課 

(１) 介護保険料の賦課及び徴収に関すること。 

(２) 要介護認定及び要支援認定に関すること。 

(３) 介護保険の被保険者の資格及び給付に関すること。 
 

児童家庭課 

(１) 児童の福祉及び手当に関すること。 

(２) 母子及び寡婦の福祉に関すること。 

(３) 乳幼児医療、重度心身障害者医療及び母子家庭等医療に関すること。 

(４) 保育所、母子生活支援施設及び助産施設の管理運営に関すること。 

(５) 学童保育に関すること。 

(６) 母子保健に関すること。 

(７) 母性及び乳幼児に係る歯科保健に関すること。 

(８) 次世代育成支援行動計画の推進に関すること。 

(９) 児童家庭相談室に関すること。 
 

福祉課 

(１) 身体障害者（児）、知的障害者（児）及び精神障害者（児）の福祉及び手当に関すること。 

(２) 災害弔慰金等の支給に関すること。 

(３) 戦傷病者及び戦没者遺族等の援護に関すること。 



 

 ５

(４) 障害者等文化体育施設に関すること。 

(５) 精神保健に関すること。 

(６) 日本赤十字社地区業務に関すること。 

(７) 勤労者福祉に関すること。 

(８) 労働福祉会館の管理運営に関すること。 

(９) 雇用開発センターに関すること。 

(10) シルバー人材センターに関すること。 
 

保護課 

(１) 生活保護法（昭和25年法律第144号）に関すること。 

(２) 生活保護証明に関すること。 

(３) 生活保護相談に関すること。 

(４) 行旅病人及び行旅死亡人の取扱いに関すること。 
 

健康対策課 

(１) 健康づくりの推進に関すること。 

(２) 健康相談及び栄養改善に関すること。 

(３) 歯科保健（母性及び乳幼児に係るものを除く。）に関すること。 

(４) 予防接種に関すること。 

(５) 感染症に関すること。 

(６) 老人保健事業に関すること。 

(７) 原子爆弾被爆者に関すること。 

(８) 特定疾患等難病に関すること。 

(９) 公害疾病に関すること。 

(10) 公共医療事業に関すること。 

(11) 公害健康被害認定審査会に関すること。 

(12) 感染症診査協議会に関すること。 
 

生活衛生課 

(１) 食品衛生及び環境衛生に関すること。 

(２) 簡易専用水道に関すること。 

(３) 家庭用品の安全に関すること。 

(４) 建築物における衛生的環境の確保に関すること。 

(５) 墓地、納骨堂及び火葬場の経営等の許可に関すること。 

(６) 生活害虫等の相談に関すること。 

(７) 地域衛生活動の推進に関すること。 

(８) 医務及び薬務に関すること。 

(９) 死体解剖保存に関すること。 

(10) 毒物及び劇物販売に係る取締りに関すること。 

(11) 保健衛生統計に関すること。 

(12) 狂犬病予防並びに飼い犬の管理及び野犬の取締りに関すること。 

(13) 動物愛護の啓発に関すること。 

(14) 災害又は感染症発生時の消毒に関すること。 

(15) 細菌、化学等の試験検査に関すること。 

(16) 葬斎場の管理運営に関すること。 
 

人権・同和政策課 

(１) 人権・同和政策の総合窓口に関すること。 

(２) 人権・同和政策の連絡調整及び市民啓発に関すること。 

(３) 住宅新築資金等貸付事業に関すること。 

(４) 人権擁護に関すること。 



費          目

   １  議  会  費 312,254,652 0.60%

   ２  総  務  費

   ３  民  生  費

   ４  衛  生  費

   ５  労  働  費

   ６  農 林 水 産 業 費 341,660,823 0.66%

   ７  商  工  費 2,413,780,354 4.66%

   ８  土  木  費 2,914,536,386 5.62%

   ９  消  防  費 1,334,481,259 2.57%

 １０  教  育  費 3,297,417,245 6.36%

 １１  災  害  復  旧  費 10,359,771 0.02%

 １２  公  債  費 6,514,380,090 12.56%

 １３  諸  支  出  金 6,856,254,059 13.22%

 １４  予  備  費 0 0.00%

 １５  前年度繰上充用金 621,461,199 1.20%

合           計 51,848,926,472 100.00%

29.29%

構成比（％）

4,704,612,781

15,185,894,197

7,338,625,019

3,208,637

14.15%

0.01%

決算額（円）

9.07%

５　平成１９年度一般会計決算額（歳出）

６



６　平成１９年度保健福祉部決算額（歳出）

増減 ％

総務費 732,483 743,396 10,913 1.49% 100.00%

総務管理費 249,000 172,667 76,333 △30.66%

諸費 249,000 172,667 76,333 △30.66%

統計調査費 483,483 570,729 87,246 18.05% 76.77%

衛生統計費 429,383 469,649 40,266 9.38% 63.18%

社会福祉統計費 54,100 101,080 46,980 86.84% 13.60%

民生費 14,827,962,407 15,157,349,310 329,386,903 2.22% 100.00%

社会福祉費 3,175,455,888 3,557,550,850 382,094,962 12.03% 23.47%

社会福祉総務費 913,615,121 1,018,544,498 104,929,377 11.49% 6.72%

人権・同和対策費 31,515,306 12,120,976 △ 19,394,330 △61.54% 0.08%

障害者福祉費 1,286,636,421 1,617,571,308 330,934,887 25.72% 10.67%

○身体障害者福祉費 808,976,367 0.00%

○知的障害者福祉費 390,763,875 0.00%

○心身障害者福祉費 61,400,282 0.00%

○精神障害者福祉費 6,680,897 0.00%

○障害者等文化体育施設費 18,815,000 0.00%

特別障害者手当等給付費 56,954,370 53,681,125 △ 3,273,245 △5.75% 0.35%

重度心身障害者医療費 639,359,793 594,863,228 △ 44,496,565 △6.96% 3.92%

老人福祉費 228,420,652 241,078,394 12,657,742 5.54% 1.59%

○老人福祉センター費 18,657,034 0.00%

労働福祉会館費 13,848,772 14,540,867 692,095 5.00% 0.10%

高齢者生きがい創造センター費 5,105,453 5,150,454 45,001 0.88% 0.03%

児童福祉費 4,127,693,732 4,250,480,034 122,786,302 2.97% 28.04%

児童福祉総務費 157,760,112 231,438,111 73,677,999 46.70% 1.53%

乳幼児医療費 117,147,234 133,110,679 15,963,445 13.63% 0.88%

児童保育費 1,889,739,148 1,868,616,156 △ 21,122,992 △1.12% 12.33%

保育所費 139,018,570 66,542,013 △ 72,476,557 △52.13% 0.44%

母子生活支援施設費 14,448,764 15,365,744 916,980 6.35% 0.10%

児童手当給付費 756,577,089 868,526,328 111,949,239 14.80% 5.73%

学童保育所費 55,380,696 60,427,396 5,046,700 9.11% 0.40%

母子家庭医療費 230,569,031 229,107,544 △ 1,461,487 △0.63% 1.51%

児童扶養手当給付費 767,053,088 777,346,063 10,292,975 1.34% 5.13%

生活保護費 7,523,812,387 7,348,555,026 △ 175,257,361 △2.33% 48.48%

生活保護総務費 432,867,262 395,532,194 △ 37,335,068 △8.63% 2.61%

扶助費 7,090,945,125 6,953,022,832 △ 137,922,293 △1.95% 45.87%

災害救助費 1,000,400 763,400 △ 237,000 △23.69% 0.01%

災害救助費 1,000,400 763,400 △ 237,000 △23.69% 0.01%

衛生費 2,929,361,355 2,685,941,194 △ 243,420,161 △8.31% 100.00%

保健衛生費 702,459,272 630,759,523 △ 71,699,749 △10.21% 23.48%

保健衛生総務費 130,042,339 340,267,801 210,225,462 161.66% 12.67%

保健所費 201,340,280 26,552,432 △ 174,787,848 △86.81% 0.99%

母子保健対策費 39,730,336 34,176,179 △ 5,554,157 △13.98% 1.27%

結核予防費 12,648,291 24,144,137 11,495,846 90.89% 0.90%

成人保健費 104,486,965 64,197,098 △ 40,289,867 △38.56% 2.39%

感染症予防費 100,369,215 97,904,058 △ 2,465,157 △2.46% 3.65%

狂犬病予防費 66,971,943 7,832,654 △ 59,139,289 △88.30% 0.29%

環境衛生費 4,485,169 4,039,381 △ 445,788 △9.94% 0.15%

葬斎場費 42,384,734 31,645,783 △ 10,738,951 △25.34% 1.18%

環境費 2,226,902,083 2,055,181,671 △ 171,720,412 △7.71% 100.00%

健康被害補償事業費 2,115,361,884 1,951,118,649 △ 164,243,235 △7.76% 72.64%

特定呼吸器疾病患者救済事業費 111,540,199 104,063,022 △ 7,477,177 △6.70% 3.87%

7

(単位：円）

費目 本年度
  構成比％

１８年度 １９年度
前年度対比

障害者福祉費に統合

老人福祉費に統合



増減 ％
費目 本年度

  構成比％
１８年度 １９年度

前年度対比

5,686,261 0 △ 5,686,261 △100.00% 0.00%

5,686,261 0 △ 5,686,261 △100.00% 0.00%

○改善特定地域開発就労事業費 5,686,261 0 △ 5,686,261 △100.00% 0.00%

諸支出金 1,411,258,397 1,431,264,827 20,006,430 1.42% 100.00%

特別会計繰出金 1,408,781,432 1,431,009,156 22,227,724 1.58% 99.98%

福祉振興基金費 2,341,216 215,782 △ 2,125,434 △90.78% 0.02%

人生ﾄﾗｲｱｽﾛﾝ金ﾒﾀﾞﾙ基金費 135,749 39,889 △ 95,860 △70.62% 0.00%

介護保険特別会計 9,758,331,911 10,154,935,650 396,603,739 4.06% 100.00%

住宅新築資金等貸付事業会計 1,143,918 822,094 △ 321,824 △28.13% 100.00%

8

労働費

失業対策費



名称
設置
年月日

設置目的 委員数 任期 設置根拠等
所管
課

大牟田市社会福祉審
議会

S53.7.12
大牟田市の社会福祉に関する調査
審議をし、もってその円滑な推進を
図ることを目的とする

15人 2年
大牟田市社会福祉
審議会条例

大牟田市民生委員推
薦会

S23.10.1
民生委員を推薦することを目的とす
る

14人 3年 民生委員法

社会福祉施設等評定
委員会

H15.4.1
社会福祉施設等の整備事業計画に
ついて評価及び選定を行うことを目
的とする

5人 2年
社会福祉施設等評
定委員会設置要綱

大牟田市地域福祉計
画推進委員会

H19.3.19
市民、事業者、行政の連携を図り大
牟田市地域福祉計画を総合的に推
進することを目的とする

１３人 2年
大牟田市地域福祉
計画推進委員会設
置要綱

大牟田市次世代育成
支援市民協議会

H17.12.26

次世代育成支援行動計画の進捗状
況及び事業内容について協議・検討
を行い、次世代育成支援施策の総
合的・効果的な推進を図る

15人

委嘱した日
の属する
年度の翌
年度末日

まで

次世代育成支援
対策推進法

大牟田市子ども支援
ネットワーク

H17.2.28

児童虐待など要保護児童の問題に
関して、関係機関の連携によって、
問題発生の予防や早期発見・早期
対応を図る

14人 2年 児童福祉法

大牟田市養護児保育
審査会

H18.3.20

特別児童扶養手当対象とならない知
的障害・発達障害等を有する者の保
育所又は学童保育所の入所の適否
及び保育士等の配置等について審
査する

5人 2年
大牟田市養護児保
育実施要綱

大牟田市障害程度区
分認定審査会

H18.4.1
障害者自立支援法に基づく介護給
付等支給のための障害程度区分等
の審査及び判定を行う

10人 2年
大牟田市障害程度
区分認定審査会
運営要綱

福
祉
課

大牟田市感染症診査
協議会

H11.4.1

法第24条第6項の規定に基づき、感
染症の診査に関する協議会に関し
必要な事項を定めることを目的とす
る。
また、H19.4.1感染症法改正に伴い
協議会内に「結核の診査に関する専
門部会」を設置し結核に関する診査
を行う。

9人 2年

感染症の予防及び
感染症の患者に対
する医療に関する法
律

大牟田市予防接種健
康被害調査委員会

S59.6.1
法第11条第１項の規定に基づき、予
防接種により発生したと思われる事
故の適正かつ円滑な処理に資する

6人 2年
大牟田市予防接種
健康被害調査委員
会設置要綱

大牟田市公害健康被
害認定審査会

S49.8.31
法及び条例によりその権限に属させ
られた事項（公害健康被害者の障害
の程度等）に関する審査を行うこと

13人 2年
大牟田市公害健康
被害認定審査会条
例

大牟田市公害健康被
害補償診療報酬審査
委員会

S49.11.8
法及び条例の規定による療養の給
付に係る公害診療報酬請求書に関
する審査を行うこと

3人 2年
大牟田市公害健康
被害補償診療報酬
審査委員会規則

大牟田市特定呼吸器
疾病患者健康被害保
護不服審査会

S53.2.10

条例に基づき、公害健康被害者の
認定又は保護給付の支給に関する
処分に対する不服申立てを審査する
こと

4人 2年
大牟田市特定呼吸
器疾病患者健康被
害保護条例

７　協議会等の設置状況 平成２０年４月１日現在
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名称
設置
年月日

設置目的 委員数 任期 設置根拠等
所管
課

大牟田、高田地域休日
急患診療運営協議会

S52.8.1

大牟田市と高田町の休日急患及び
平日時間外小児急患診療対策要綱
に基づき、大牟田市と高田町が相互
に連絡調整を図り、その実施運営に
ついての調査検討を行う

7人 なし
大牟田、高田地域休
日急患診療運営協
議会規約

大牟田、高田地域休日
急患診療運営協議会
専門委員会

S52.8.1

会長の諮問を受け休日急患診療業
務・平日時間外小児急患診療業務・
その他業務運営上必要な業務達成
のための専門的技術的な調査検討
を行う

20人 2年
大牟田、高田地域休
日急患診療運営協
議会規約

大牟田市介護認定審
査会

H11.8.6
被保険者が要介護状態等に該当す
ること、該当する要介護状態区分等
の審査及び判定を行う

40人 2年

･大牟田市介護保険
の実施に関する規則
･大牟田市介護認定
審査会運営要網

大牟田市老人ホーム入
所判定委員会

H6.4.1
養護老人ホーム等への入所措置の
適性を期するため設置し、入所措置
の要否について判定を行う。

6人 2年

・大牟田市老人福祉
法施行細則
・大牟田市老人ホー
ム入所判定委員会
設置要綱

大牟田市保健福祉ネッ
トワーク協議会

H5.1.6

高齢者が生きがいを持ち、健康で安
らかな生活を営むことができるまち
づくりをめざし、保健・医療・福祉を連
携することにより高齢者福祉の充実
を図る

17人 2年
大牟田市保健福祉
ネットワーク協議会
設置要綱

大牟田市地域包括支
援センター運営協議会

H17.9.9

地域包括支援センターの設置及び
運営にあたり、中立性、公正性を確
保するとともに、センターの適正かつ
円滑な運営を図る

13人 3年
大牟田市地域包括
支援センター運営協
議会要綱

大牟田市高齢者サービ
ス推進委員会

H13.8.1

庁内における高齢者施策にかかわ
る関係部局が相互に連携を密にす
ることにより、本市における高齢者保
健福祉水準の向上を図るとともに、
高齢者施策を総合的に推進する

18人 (充職)
大牟田市高齢者
サービス推進委員会
設置要綱

大牟田市人権・同和問
題審議会

H2.4.1
本市の人権及び同和問題に関する

総合的な施策の推進を図る
18人 2年

大牟田市人権・同和
問題審議会設置要

綱
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